
平 成 2 3 年 度 税 制 改 正 （ 租 税 特 別 措 置 ） 要 望 事 項 （ 新 設 ） 

（文部科学省） 

制 度 名 個人が学校法人に寄附を行った場合における税額控除の導入 

税 目 所得税 

 
寄附金控除について税額控除を導入する（現行の所得控除との選択制）。 
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 平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 
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⑴ 政策目的 

我が国が発展を図り、また豊かな社会を築いて行く上で、教育等を振興する
ことは重要であり、文部科学省においては、これらを政策目標や施策目標に掲
げ、取組を進めている。これらの活動を振興する上で、公益的活動を行う法人
等の活動の財政基盤を強化し、それぞれの活動を活発化させていくことが望ま
れ、そのための方策として、法人等に対する個人からの寄附を促進するため、
寄附文化の醸成や寄附しやすい環境を充実していくことが必要である。 

 

⑵ 施策の必要性 

平成２２年度の税制改正により、個人が学校法人等に寄附した場合の控除下
限額が引き下げられ、個人からの寄附を促進する環境の充実が図られたところ
であるが、政府として、従来の行政機関ではなく、地域の住民が、教育等に共
助の精神で参加する公共的な活動である「新しい公共」の実現を担う主体を支
援することが重要であり、その主体を財政的に支える寄附の重要性が一層高ま
っている。 

私立学校は、私人の自主的な取り組みとして、その財産を投じて公の性格を
有する学校として設置されたものであり、学校法人を解散する場合もその残余
財産については寄附者に戻されることはなく、教育活動に充てられることとな
っている。また、学校法人は、その運営について国や地方公共団体から補助金
を受けているものの、その収入の大半は学生・生徒からの納付金や寄附金、事
業収入によるものであり、地域住民や学生・生徒、卒業生等が支える仕組みと
なっており、「新しい公共」を担う主体の１つである。 

なお、市民公益税制ＰＴの中間報告において、学校法人と住民との関わりに
ついて言及されているが、その地域の中で住民と関係を有して教育や研究の活
動をしており、その他、学校の運動会や文化祭等の行事、大学が行う住民向け
の公開講座、大学等学生規模の大きなものであれば、経済効果を含めてその地
域全体に密接に関係を有するものもある。また、大学については、教育基本法
において平成１８年の改正により、社会の発展に寄与することが明記され、各
大学において地域と協力した様々な取組が進められているおり、今後も一層の
取組が期待されるところである。 



また、運営の透明性の確保については、学校法人について教育基本法や私立
学校法の趣旨を踏まえて情報公開に取り組んでおり、大学等の高等教育機関を
設置する文部科学大臣所轄の学校法人では、財務情報等の一般公開を行ってい
る法人の割合は年々増加し、平成２１年度調査では９２．２％となっている。
また、学生数等大学の教育研究に関する情報公開については、平成２２年５月
に学校教育法施行規則を改正し、平成２３年４月からインターネット等を利用
して広く周知を図ることを義務付けたところである。 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標６ 私学の振興  
 施策目標６－１ 特色ある教育研究を展開する私立学校の振

興 
 
 

政 策 の 

達成目標 

教育の振興を図るため、学校法人については、寄附金収入等財

源の多様化を促進し、その経営基盤の強化と大学等における教

育研究活動の活性化を図る。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
 
 
 

合 

理 
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政策目標の

達 成 状 況 

 
学校法人の経営基盤、財政基盤については、寄附金等の外部資
金の活用により強化が図られているものの、近年の少子化や厳
しい経済・雇用情勢も踏まえ、より一層の環境整備が必要とさ
れている。 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 
有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
文部科学大臣所轄学校法人（６８８法人） 
 



要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
学校法人に対する個人からの過去の寄附実績は以下のとおり

であり、寄附金控除の適用下限額の引き下げや控除手続きの簡
素化が図られた際には、一層、寄附者や寄附額が増加するもの
と考えられる。 
 
１．寄附者数                  （単位：人）

調査対象：個人から現金寄附を受けた上記法人等。入学時寄附金を除く。 

調査時点：当該年度の翌年度 

※「－」については、現物寄附及び入学時寄附に関する寄附額が不明であり切り分けられなかっ

たものを示す。 

 
２．寄附額                     （単位：千円） 

 
調査対象：個人から現金寄附を受けた上記法人等。 

調査時点：当該年度の翌年度 

※「－」については、現物寄附及び入学時寄附に関する寄附額が不明であり切り分けられなかっ

たものを示す。 

 
 

 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 H１９年度 H２０年度 

学校法人 － － － 219,085 197,264

 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 H１９年度 H２０年度 

学校法人 － － － 20,308,995 19,455,103

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
・法人から学校法人に対する寄附金の特別措置（法人税法） 
・個人から学校法人に対する現物寄附に係る譲渡所得の非課税
措置（租税特別措置法） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
（平成２２年度） 
・私立大学等経常費補助       ３，２２２億円 
・私立高等学校等経常費助成費等補助   ９９９億円 
 
 

相 

当 

性 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
例えば、学校法人に対しては、①私立学校の教育条件の維持

向上、②在籍する学生等に係る修学上の経済的負担の軽減、③
経営の健全性の向上を通じ、私立学校の健全な発達に資するこ
とを目的として国等による助成が一部行われている。 
一方、教育等の公益的活動を行う法人等が安定的・継続的に

活動を行っていくためには、国等からの助成に加えて多様な財
源の確保を図り、財政基盤を強化していくことが重要である。
寄附の確保・増加に向けた取組は、このような観点から、各法
人等が自主的に行っているものであり、寄附金控除に税額控除
を導入し、現行の所得控除との選択制とすることにより寄附者
が寄附しやすい環境を充実することは、寄附の確保・増加に向
けた各法人等の自主努力を支援するものとなる。 
このように、国等による助成は法人等を直接支援するもの、

また、寄附税制は法人等に対し寄附を行う国民に優遇措置を行
うものとして、異なる役割を担うものであり、両者あいまっ
て、各学校法人の健全な経営に資するものとして、重要な役割
を果たしており、私立学校への補助を規定する私立学校振興助
成法においても、国又は地方公共団体による助成の規定と並ん
で学校法人が寄附金の募集を容易にできるよう国又は地方公共
団体による税制上の措置を講ずるよう努めることを規定してい
る。 
 



要望の措置 

の 妥 当 性 

 
学校法人等に対する個人の寄附に関する税制優遇措置の適用

実績は、平成２０年分において、寄附者が２０万８千人、寄附
金控除額が３３６億円と多くの適用実績がある。政府におい
て、寄附金控除について税額控除を導入し、現行の所得控除と
の選択制とすれば、特に少額寄附の促進が期待でき、寄附実績
の拡大や寄附文化の醸成を図ることができる。 
 
（特定公益増進法人等に対する個人の寄附に係る所得控除の適用状況） 

  

 Ｈ15 年度 Ｈ16 年度 Ｈ17 年度 Ｈ18 年度 Ｈ19 年度 Ｈ20 年度

適用者数 

（万人） 
13.7 16.1 15.6 18.4 20.4 20.8

所得控除額

（億円） 
252 245 269 362 304 336

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
 
 
 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 
新規 
 

 


